
１　作成年月日及び作成担当部署

作成年月日 令和元年８月20日（令和７年２月19日改定）

作成担当者 宮城県女川町企画課

２　第三セクター等の概要

法人名 シーパル女川汽船株式会社

代表者名 須田　菊男

所在地 〒986-2264　宮城県牡鹿郡女川町海岸通り７-１

設立年月日 平成17年４月８日

資本金 30,000千円 【女川町の出資額（出資割合）16,500千円（55.0％）】

業務内容 旅客、貨物海上運搬

３　経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与

４　抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討

５　抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応

（参考）

６　法人の財務状況

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

資産総額 56,613 54,025 49,484 経常利益 160,170 129,646 137,638

（うち現預金） 52,225 49,965 46,534 経常費用 147,658 139,366 128,855

（うち売上債権） 1,625 1,608 1,579 経常損益 12,512 △ 9,720 8,783

（うち棚卸資産） 540 691 491 経常外損益 0 0 4,780

負債総額 127,178 134,310 116,207 当期純損益 12,512 △ 9,720 13,563

（うち本町からの借入金） 34,149 34,761 31,544

純資産額 △ 70,565 △ 80,285 △ 66,723

シーパル女川汽船株式会社　第三セクター等経営健全化方針

　当該航路は、出島及び江島と本土を結ぶ唯一の交通手段であり、通院や買い物といった地域の足のみならず、島内の生活
物資をはじめ、基幹産業である水産業における漁獲物や漁具の運搬を担っており、島民の生活や産業を支える極めて公共性
が高い航路である。
　しかしながら、島内の人口は過疎化により年々減少、さらに、平成23年３月11日発生の東日本大震災は、本土、離島を含
め壊滅的な被害を与え、島民人口の流出に一層の拍車がかかった。当該航路利用者は激減し、離島航路運賃収入は大幅な減
収となっている。一方で、船舶老朽化に伴う部品交換や修繕費用の増加、燃料費高騰等により、運航に係る諸経費は増加傾
向にあり、当該法人の経営状況は非常に厳しい状態にあると言える。震災前１日５～７便運航していたが、現在は１日３便
の定期ダイヤで運航している。
　女川町は、当該航路が住民の安全安心な生活の保障と産業振興のために必要不可欠な航路であることから、経営状況を
しっかり把握した上で、国、県とともに補助金を交付することで、当該航路の確保維持に努めている。また、出資者とし
て、副町長を役員（無報酬）に置き、当該法人と十分な協議や連携を図った上で、法人経営の健全化、効率化に向けた取組
みを支援、併せて、継続的かつ定期的な点検・評価、適切な指導・要請を行っている。

　「第三セクター等の経営健全化等に関する指針」の別紙２「抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討のフロー
チャート」に基づき検討した結果、「経営体制の変更や大幅な経営改革を行うことを前提に、第三セクター等で引き続き実
施」に該当する。費用対効果については、当該法人の事業が公共性、公益性の高い事業であり、行政目的が果たされている
ことから、確保されていると判断できる。
　しかしながら、公共性、公益性の高い事業を行っているとしても、当該法人は当町から独立した事業主体として、自らの
判断と責任に基づいて事業を遂行することが原則であり、経営の効率化、合理化の余地について検討し、速やかに取り組む
ことが求められる。

　当該法人に対し、経営の効率化・合理化、経費節減に努めるよう促すとともに、当該法人及び島民や関係機関と連携し、
利用者を増やすための取組みについて検討してきたものの、人口減少のほか、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う移動の
制限等により利用者数が減少し、経営改善が容易ではない状況であり、債務超過の改善には至らなかった。
　そのため、経営健全化のための具体的な対応として、下記について取り組む。
①財政的リスクを抑えるため、補助金の交付については、原則事業実績に基づき、その運航内容や収支について十分に精
　査した上で、適正に行う。
②女川～江島航路確保維持協議会（国、県、町、事業者の４者にて構成）は、毎年「離島航路確保維持計画」の内容につ
　いて協議、確認を行い、同計画に含まれる「離島航路３カ年計画」における業務改善の取組みに対する点検、評価を実
　施する。
③当該法人の決算後、財務諸表等により経営状況の確認、評価を行う。監査には国、県及び町が同席する。
④令和６年12月19日に離島出島と本土をつなぐ出島大橋が供用開始し、令和７年３月31日から離島航路に替わる陸上交通
　が運行開始されることから、女川港～江島港の直結航路に再編を行う。また、航路再編と同時に、第３便をデマンド（
　予約）運航とし、経費節減に努める。
⑤当該法人に対し引き続き、経営の効率化・合理化、経費節減に努めるよう促すとともに、当該法人及び島民や関係機関
　と連携し、利用者を増やすための取組みについて検討していく。
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